
様似町職員の給与・定員管理等について 

１ 総括 

(1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 住民基本台帳人口 

(31 年 1 月 1 日) 

歳 出 額 

Ａ 

実質収支 人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

29 年度の人件費率 

30 年度 4,322 人 4,190,888 千円 28,574 千円 784,650 千円 18.7％ 16.0％ 

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 職員数 

Ａ
給    与    費 (参考)一人当たり

給与費 

Ｂ／Ａ 

(参考)類似団体 

平均一人当たり

給与費 
給 料 職員手当 期末･勤勉 

手  当 

計 

Ｂ

30年度 
人

98 

千円

334,686 

千円

46,202 

千円

131,231 

千円

512,119 

千円

5,226 

千円

5,429 

(注) １ 職員手当には退職手当を含みません。 

   ２ 職員数は、平成 30年 4 月 1 日現在の人数です。 

   ３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数に 

は当該職員を含んでいません。 

(3) ラスパイレス指数の状況（各年 4 月 1 日現在） 

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数 

（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を 100

として計算した指数です。 

（注）２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。 

(4) 給与改定の状況   ※様似町では人事委員会は設置されておりません。 

①月例給 

区 分 

人事委員会の勧告 

給与改定率 
(参考) 

国の改定率 民間給与 

Ａ

公務員給与 

Ｂ

較差 

Ａ－Ｂ

勧告 

（改定率） 

30年度 
円 円 円

（  ％）

％ ％ ％

(注) 「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の 4月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与

月額です。 
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②特別給（期末・勤勉手当） 

区 分 

人事委員会の勧告 

年間支給月数

(参考) 

国の年間 

支給月数 
民間の支給 

割合  Ａ 

公務員の 

支給月数Ｂ

較差 

Ａ－Ｂ

勧告 

（改定月数）

30年度 
月 月 月 月 月 月

(注) 「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は、期末手

当及び勤勉手当の平均支給月数です。 

(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について 

①給料表の見直し 〔 実施 〕 

【月例給】 実施時期  平成 30 年 4 月 1 日 
      実施内容  一般行政職の給料表について、国の見直し内容に準じ平均 0.20％引き上げ 
【勤勉手当】実施時期  平成 30 年 12 月 1 日 
      実施内容  国と同様に 0.05 月引き上げ 

②地域手当   地域手当は、当該地域における民間の賃金水準を基礎とし、当該地域における物価等を 

考慮して規則で定める地域に在勤する職員に対し、給料、管理職手当及び扶養手当の月額 

の合計額に規則で定めた割合を乗じて得た額を支給している。 

③その他の見直し内容  特になし。 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在）

①一般行政職 

(注)1「平均給料月額」とは、平成 31年 4月 1 日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。 

   2「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべ

ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員実態調査において明らかにされているものです。 

    また、「平均給与月額(国比較ベース)」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除い

たもので算出しています。 

(2) 職員の初任給の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

区   分 様似町 北海道 国 

一般行政職 
大学卒 180,700 円 180,700 円 180,700 円 

高校卒 148,600 円 148,600 円 148,600 円 

(3) 職員の経験年齢別・学歴別平均給料月額の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

区   分 
経験年数 

10 年以上 15 年未満 

経験年数 

15年以上 20 年未満 

経験年数 

20 年以上 25 年未満 

経験年数 

25年以上 30 年未満 

一般行政職 
大学卒 271,300 円 314,300 円 354,200 円 378,600 円 

高校卒 215,700 円 268,900 円 323,300 円 348,500 円 

(注)技能労務職については、対象となる職員がいないため記載しておりません。 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

様似町 38.5 歳 280,047 円 313,156 円 

北海道 42.9 歳 325,365 円 412,987 円 

国 43.4 歳 329,433 円 411,123 円 

類似団体 40.4 歳 294,223 円 344,020 円 



３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在）

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 1 号給の
給料月額 

最高号給の
給料月額 

6 級 課長、参事、局長、管理者 10 人 13.0％ 319,200 円 410,200 円 

5 級 課長、参事、局長、管理者、課長補佐、主幹 7 人 9.1％ 288,900 円 393,000 円 

4 級 課長補佐、主幹、係長、主査 11 人 14.3％ 263,000 円 381,000 円 

3 級 係長、主査 18 人 23.4％ 230,000 円 350,000 円 

2 級 主査、主事 6 人 7.8％ 194,000 円 304,200 円 

1 級 主事、主事補 25 人 32.4％ 144,100 円 247,600 円 

 (注)1 様似町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

   2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

(注)平成 18 年に 8級制から 6級制に変更しています。(旧給料表の 1級及び2級並びに 4級及び 5級をそれぞれ統合) 

(2） 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（平成 31 年４月１日現在）
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(3) 昇給への人事評価の活用状況（様似町） 

平成 31年 4月 2 日から令和元年 4月 1日 

までにおける運用 
管 理 職 員 一 般 職 員 

イ. 人事評価を活用している   

 活用している昇給区分 
昇給可能な 

区   分 

昇給実績が 

ある区分 

昇給可能な 

区   分 

昇給実績が 

ある区分 

 上位、標準、下位の区分     

 上位、標準の区分     

 標準、下位の区分     

 標準の区分のみ（一律）     

ロ. 人事評価を活用していない ◯ ◯ 

 活用予定時期 未定 未定 

４ 職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当 

様 似 町 北 海 道 国 

1 人当たり平均支給額（30 年度） 

1,319 千円 

1 人当たり平均支給額（30 年度） 

1,687 千円 
― 

(30 年度支給割合) 

  期末手当   勤勉手当 

  2.60 月分   1.85 月分 

  (1.45)月分     (0.9)月分 

(30 年度支給割合) 

  期末手当   勤勉手当 

  2.60 月分    1.85 月分 

  (1.45)月分   (0.9)月分 

(30 年度支給割合) 

  期末手当   勤勉手当 

  2.60 月分   1.85 月分 

  (1.45)月分   (0.9)月分 

(加算措置の状況) 

職務上の段階、職務の級等による加

算措置 

・役職加算 5～15％ 

(加算措置の状況) 

職務上の段階、職務の級等による加

算措置 

・役職段階別加算 5～20％ 

・管理職加算   10～25％ 

(加算措置の状況) 

職務上の段階、職務の級等による加

算措置 

・役職段階別加算 5～20％ 

・管理職加算   10～25％ 

(注)( )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

◯ 勤勉手当への人事評価の活用状況（様似町） 

平成 31 年度中における運用 管 理 職 員 一 般 職 員 

イ. 人事評価を活用している 〇 〇 

 活用している成績率 
支給可能な 

成  績  率 

支給実績が 

ある成績率 

支給可能な 

成 績 率 

支給実績が 

ある成績率 

 上位、標準、下位の成績率  〇  〇 

 上位、標準の成績率     

 標準、下位の成績率     

 標準の成績率のみ（一律）     

ロ. 人事評価を活用していない   

 活用予定時期   



(2) 退職手当（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

様似町 国 

(支給率)         自己都合    勧奨・定年 

勤続 20 年       19.6695 月分  24.586875 月分 

勤続 25 年            28.0395 月分  33.270750 月分 

勤続 35 年      39.7575 月分  47.709000 月分 

最高限度額      47.7090 月分  47.709000 月分 

その他の加算措置   なし (退職時特別昇給 なし) 

1 人当たり平均支給額  12,862 千円  20,217 千円 

(支給率)         自己都合    勧奨・定年 

勤続 20年       19.6695 月分  24.586875 月分 

勤続 25年             28.0395 月分  33.270750 月分 

勤続 35年       39.7575 月分  47.709000 月分 

最高限度額       47.7090 月分  47.709000 月分 

その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

(2％～45％加算) 

(3) 地域手当（平成 31 年 4 月 1 日現在）

支給実績（30 年度決算） 1,085 千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額(30 年度決算) 1,085 千円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度(支給率) 

東京都特別区(1 級地) 20％ 1 人 20％ 

大阪市等(2 級地) ― ― 16％ 

さいたま市等(3 級地) ― ― 15％ 

船橋市等(4 級地) ― ― 12％ 

水戸市等(5 級地) ― ― 10％ 

仙台市等(6 級地) ― ― 6％ 

札幌市等(7 級地)   3％ 

(4) 特殊勤務手当（平成 31 年 4 月 1 日現在）

支給実績(30 年度決算) 540 千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額(30 年度決算) 540 千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合(30 年度決算) 1.00％ 

手当の種類(手当数) 5  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

感染症防疫作業手当 
感染症等の処理作業に

従事したとき 

感染症が発生し、又は発生する

おそれのある区域において、感

染症の患者若しくは感染症の疑

いのある者の救護又は感染症の

病原体の付着した物件若しくは

付着の疑いのある物件の処理に

従事したとき 

1 日 10,000 円 

野犬等掃とう作業手当 
野犬及び畜犬等の殺処

分に従事したとき 

野犬及び畜犬の殺処分又は有害

虫(蜂)の駆除作業に従事したと

き 

1 日 02,000 円 

死体処理及び火葬作業手当
死体の処理作業又は火

葬作業に従事したとき 

行旅死亡人その他死体の処理作

業に従事したとき、又は火葬作

業に従事したとき 

死体 1 件 10,000 円 

火葬 1 件  5,000 円 

東京事務所勤務手当 
北海道様似町東京事務

所勤務職員 

北海道様似町東京事務所の勤務

に従事したとき 
1 月 45,000 円 

その他の特殊作業手当 
特殊と認められた作業

に従事したとき 

町長において特殊と認められた

作業に従事したとき 
1 日 00,500 円 



(5) 時間外勤務手当

支給実績(30 年度決算) 7,508 千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額(30 年度決算) 97 千円 

支給実績(29 年度決算) 7,641 千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額(29 年度決算) 111 千円 

(6) その他の手当(平成 31 年 4 月 1 日現在） 

手当等 内容及び支給単価 
国の制度 
との異同 

国の制度と 
異なる内容 

支給実績 
(30年度決

算） 

支給職員1人当
たり平均支給年

額 
(30年度決算）

扶養手当 

扶養親族を有する職員に支給 
・配偶者 6,500 円 
・配偶者以外 子 1 人 10,000 円 

・配偶者以外 父母等 1 人 6,500 円 
・配偶者以外の扶養親族で16 歳～22 歳までの
子及び孫 加算 5,000 円 

同 ― 8,307 千円 81 千円 

住居手当 

借家(借間含む。)及び自宅に居住する職員に支
給 
・借家等(12,000 円を超える場合)家賃に応じ

27,000 円を上限に支給 
・持家 13,000 円 

一部異 持家支給 8,910 千円 156 千円 

通勤手当 

通勤距離が片道2㎞以上である職員に支給 
・交通機関利用者 運賃(定期券等)の額により
55,000 円を限度に支給 

・自家用車等利用者 通勤距離に応じ 3,800 円
～9,500 円の範囲内で支給 

一部異 

自家用車等
利用者支給
額 

2,000 円～ 
24,500 円 

950 千円 50 千円 

管理職手
当 

管理又は監督する職員に支給 

・給料月額に役職に応じた率を乗じた額を支給 
 課長等 10％・課長補佐7％・主幹 5％ 

異 
役職に応じ

定額にて支
給 

10,212 千円 319 千円 

寒冷地手
当 

11月から翌年3月までの各月に在職する職員に
世帯の区分に応じて支給 
・世帯主で扶養親族のある職員 23,360 円 

・その他の世帯主である職員 13,060 円 
・その他の職員 8,800 円  

同 ― 7,851 千円 75 千円 

５ 特別職の報酬等の状況(平成 31 年 4 月 1 日現在) 

区  分 給料月額等 

給

料

町長 

副町長 

教育長 

710,000 円 

600,000 円 

570,000 円 

(参考)類似団体における最高／最低額 

827,000 円 ／ 498,000 円 

667,000 円 ／ 443,000 円 

―     ／   ― 

報

酬

議長 

副議長 

委員長 

議員 

280,000 円 

220,000 円 

210,000 円 

200,000 円 

316,000 円 ／ 186,300 円 

253,000 円 ／ 129,600 円 

―     ／   ― 

230,000 円 ／ 109,000 円 

期
末
手
当

町長 

副町長 

教育長 

(30 年度支給割合) 

 4.45 月分 

 役職加算 15％ 

議長 

副議長 

委員長 

議員 

(30 年度支給割合) 

 3.35 月分 

退
職
手
当

町長 

副町長 

教育長 

(算定方法)             (1 期の手当額)  (支給時期) 

給料月額×勤続年数(年)×512.6/100   14,558 千円    任期毎 

給料月額×勤続年数(年)×323.4/100    7,762 千円    任期毎 

給料月額×勤続年数(年)×283.8/100    4,853 千円    任期毎 

備考  

(注) 1  退職手当の「1期の手当額」は、4月 1日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期勤めた場合における 

退職手当の見込み額です。町長、副町長 １期（4年＝48月） 教育長 1 期（3年＝36 月）



６ 職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由                    (各年 4月 1日現在) 

        区分 

部門 

職員数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

平成 31 年 平成 30 年 

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議 会 2 人 2 人 0 人  

総 務 22 人 21 人 1 人 課の統廃合 

税 務 7 人 6 人 1 人 職員派遣 

労 働 人 人 人  

農林水産 9 人 8 人 1 人 業務量の増 

商 工 8 人 10 人 △2 人 一律不補充、退職者不補充 

土 木 6 人 7 人 △1 人 課の統廃合 

民 生 12 人 14 人 △2 人 課の統廃合 

衛 生 12 人 12 人 0 人  

計  78 人 80 人 △2 人 

<参考> 

人口 1万人当たり職員数   175 人 

(類似団体の人口1万人当たり職員数 192.18人）

教育部門 20 人 19 人 1 人 業務量の増 

小計 98 人 99 人 0 人 

<参考> 

人口 1万人当たり職員数    208 人 

(類似団体の人口1万人当たり職員数 225.77人）

会
計
部
門

公
営
企
業

水 道 5 人 5 人 0 人  

下水道 2 人 2 人 0 人  

その他 5 人 5 人 0 人  

小計 12 人 12 人 0 人  

合計 
110 人 111 人 △1 人 

110 人 
[116] [116] [0] 

[ ]内は、条例定数の合計です。 

(2) 年齢別職員構成の状況(平成 31 年 4 月 1 日現在) 

区分 
20 歳 

未満 

20 歳 

～ 

23 歳 

24 歳 

～ 

27 歳 

28 歳 

～ 

31 歳 

32 歳 

～ 

35 歳 

36 歳 

～ 

39 歳 

40 歳 

～ 

43 歳 

44 歳 

～ 

47 歳 

48 歳 

～ 

51 歳 

52 歳 

～ 

55 歳 

56 歳 

～ 

59 歳 

60 歳 

以上 計 

職員

数 
4 人 12 人 18 人 10 人 5 人 7 人 10 人 12 人 10 人 10 人 9 人 3 人 110 人 
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(3) 職員数の推移 

(単位：人・％) 

       年

度 

部門別 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 
過去 5年間の 

増減数（率） 

一般行政 74 83 83 80 80 78 4 （5.4％） 

教  育 21 18 18 20 19 20 △1 （△4.8％） 

警  察        （ ― ％） 

消  防        （ ― ％） 

普通会計計 95 101 101 100 99 98 3 （ 3.2％） 

公営企業等会計計 12 12 12 11 12 12  （―％） 

総 合 計 107 113 113 111 111 110 3 （2.8％） 

 (注) 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 

７ 公営企業職員の状況 

(1) 水道事業 

① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区分 

総費用 

     Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

     Ｂ 

総費用に占める

職員給与費比率 

Ｂ/Ａ 

30年度 136,766 千円 5,429 千円 25,330 千円 18.5％ 

(注)総費用、純損益又は実質収支及び職員給与費は、「地方公営企業決算状況調査」によります。 

区分 

職員数 

  Ａ 

給与費 1 人当たり 

給与費Ｂ/Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手

当 

計 Ｂ 

30年度 5 人 15,190 千円 4,078 千円 6,062 千円 25,330 千円 5,066 千円 

(注)1 職員手当には退職手当を含みません。 

  2 職員数は、平成 30 年 4 月 1 日現在の人数です。 

  イ 特記事項   一般職と同様に給与抑制措置を実施しています。 

 ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況(平成 31年 4月 1 日現在) 

区分 平均年齢 基本給 平均月収額 

様 似 町 42.2 歳 274,220 円 281,091 円 

  (注) 1 基本給には、扶養手当を含みます。 

 ③ 職員の手当の状況 

  ア 期末・勤勉手当 

 様 似 町 

1 人当たり平均支給額(30 年度)     1,322 千円  

(支給割合)              一般職員と同じ 

(加算措置の状況)           一般職員と同じ 

イ 退職手当 

様 似 町 

(支給率) 

 一般職員と同じ 

         自己都合 勧奨・定年 

1 人当たり     ＿         ＿ 

平均支給額 



ウ 地域手当（平成 31年 4月 1 日現在） ※水道事業の職員における地域手当は該当ありません。 

支給実績（30 年度決算） ― 千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額(30 年度決算) ― 千円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度(支給率) 

東京都特別区(1 級地) ― 1 人 20％ 

大阪市等(2 級地) ― ― 16％ 

さいたま市等(3 級地) ― ― 15％ 

船橋市等(4 級地) ― ― 12％ 

水戸市等(5 級地) ― ― 10％ 

仙台市等(6 級地) ― ― 6％ 

札幌市等(7 級地) ― ― 3％ 

  エ 特殊勤務手当(平成 31 年 4 月 1 日現在） 

※水道事業の職員に支給される特殊勤務手当はありません。 

  オ 時間外勤務手当 

支給実績(30 年度決算) 1,441 千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額(30 年度決算) 360 千円 

支給実績(29 年度決算) 1,092 千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額(29 年度決算) 273 千円 

 カ その他の手当(平成 31年 4 月 1 日現在) 

手当等 内容及び支給単価 

一般行政

職の制度

との異同 

一般行政

職の制度

と異なる

内容 

支給実績 

(30年度決

算） 

支給職員1人当

たり平均支給年

額 

(30年度決算）

扶養手当 一般行政職と同じ 同 ― 1,035 千円 345 千円 

住居手当 一般行政職と同じ 同 ― 234 千円 117 千円 

通勤手当 一般行政職と同じ 同 ― 46 千円  46 千円 

管理職手当 一般行政職と同じ 同 ― 243 千円 243 千円 

寒冷地手当 一般行政職と同じ 同 ― 343 千円 69 千円 

８ 職員の任免及び職員数に関する状況 

(1) 職員の任免の状況 

①新規採用者 

業種 31 年度 

一般職 3 人 

保健師 0 人 

技師 0 人 

保育士 0 人 

合  計 3 人 

 ②退職者(平成 30 年度 一般職) 

定年

退職 

勧奨

退職 

普通

退職 

分限

退職 

懲戒

退職 

失職 死亡

退職 

合計 

3 人  4 人     7 人 



(2) 職員数の状況 → 6(1)を参照 

９ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

(1) 勤務時間 

1 週間の 

勤務時間 

1 日の 

勤務時間 

勤務時間の割振り 
週休日 

始業 終業 休憩時間 

38 時間 45 分 7 時間 45 分 午前 8時 45 分 午後 5時 30 分 午後 0時～午後1 時 土、日曜日 

(2) 休暇等 

区分 取得条件 期間 

年次有給休暇 特になし 1 年のうち 20 日 

20 日を限度に翌年に繰り越すことができる 

病気休暇 負傷又は疾病のため療養の必要があるとき 必要と認められる期間(一定期間後給料減額) 

特別休暇 

(主なもの) 

選挙権その他公民権行使のため必要があるとき 必要と認められる期間 

骨髄移植のドナーとなるとき 必要と認められる期間 

結婚する場合 連続する 5日の範囲内の期間 

出産する場合 出産予定日の 8 週間前から出産後 8 週間を経

過する日まで 

職員が生後 1年に達しない子を育てる場合 1 日 2 回それぞれ 60 分以内 

小学校就学前の子を看護する必要があるとき 1 年に 5 日以内 

妻の出産に伴い勤務しないことが相当であると

き 

1.入退院等の付き添いをするとき 

2.出産に係る子又は小学校就学前の子を養育す

るため勤務しないことが相当であるとき 

1.出産に係る入院等の日から、出産から 2 週

間を経過する日までの期間のうち 3 日の範

囲内の期間 

2.出産の前後 8 週間の期間内における 5 日の

範囲内の期間 

職員の親族が死亡した場合 (主なもの) 

配偶者 10 日、父母・子 7 日、祖父母 3 日、 

兄弟姉妹 3 日 

父母、配偶者又は子を追悼する場合 死後 15 年以内の祭事に限り、1 日 

夏季休暇 7 月から 9 月までの期間内の連続する 3 日以

内 

災害等により住居が滅失又は損壊した場合 連続する 7日の範囲内の期間 

無償で社会奉仕活動をする場合 1 年に 5 日以内 

介護休暇 配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷、疾病

又は老齢により 2 週間以上にわたり、日常生活

を営むに支障があるものの介護をするため、勤

務しないことが相当であると認められるとき 

連続する 6 月の期間内において必要と認めら

れる期間(休暇期間中は無給) 

10 職員の分限及び懲戒処分(平成 30 年度) 

区分 処分者数 該当事項 

分
限
処
分

降任 0 人 
・勤務成績が良くない。 

・心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 

・必要な適格性を欠く。 

・職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場

合 
免職 0 人 

休職 1 人 
・心身の故障のため、長期の休養を要する場合 

・刑事事件に関し起訴された場合 

懲
戒
処
分

免職 0 人 ・地方公務員若しくは同法第57 条に規定する特例を定めた法律又は、これ

に基づく条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の期間に定め

る規程に違反した場合 

・職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 

・全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 

停職 0 人 

減給 0 人 

戒告 1 人 



11 職員の服務の状況(平成 30 年度) 

 すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれ

に専念しなければなりません。(地方公務員法第 30 条) 

 上記の他、地方公務員法において次のような義務や制限が課せられております。 

区    分 内       容 違反者数 

命令に従う義務 

(地方公務員法第 32 条) 

職員は、その職務を遂行するに当って、法令等に従い、且つ、上司の職

務上の命令に忠実に従わなければならない。 
0 人 

信用失墜行為の禁止 

(地方公務員法第 33 条) 

職員は、その職の信用を傷つけ、又は職員職全体の不名誉となるような

行為をしてはならない。 
0 人 

秘密を守る義務 

(地方公務員法第 34 条) 

職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後

も、また、同様とする。 
0 人 

職務に専念する義務 

(地方公務員法第 35 条) 

職員は、勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職務遂行のために

用い、町がなすべき責を有する職務にのみ従事しなければならない。 
0 人 

政治的行為の制限 

(地方公務員法第 36 条) 

職員は、政治的活動に関与してはならない。 
0 人 

争議行為等の禁止 

(地方公務員法第 37 条) 

職員は、ストライキ等をしてはならない。 
0 人 

営利企業等の従事制限 

(地方公務員法第 38 条) 

職員は、許可を受けなければ、営利を目的とする会社その他の団体の役

員等を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を

得ていかなる事業若しくは事務にも従事してはならない。 

0 人 

12 職員の研修及び勤務成績の評定(平成 30 年度) 

(1) 職員研修 

研  修  名 
参 加 

人 数 
研  修  名 

参 加 

人 数 

わかりやすい地方公営企業会計入門講座 1 人 メンタルヘルスマネジメント実践研修会 1 人 

文章作成能力向上研修 1 人 選挙事務研修会 1 人 

税務事務（基礎）市町村民税課税 1 人 教育行政トップリーダーセミナー 1 人 

自治体法務（解釈・運用） 1 人 試錐研究会 1 人 

共済セミナー 1 人 建築技師研修 1 人 

マイナンバー制度 1 人 胆振・日高管内町職員初級研修 3 人 

税務事務（応用・徴収） 1 人 胆振・日高管内町職員中級研修 2 人 

統一的な基準による地方公会計制度 1 人 日高地区法務基礎研修 2 人 

財務諸表と財務分析 1 人 胆振・日高管内町職員基礎研修 9 人 

プレゼンテーション 1 人   

(注)上記は自主研修計画に基づき参加した研修会等で、このほか各係の担当業務に係る研修会等へも参加しておりま

す。 

(2) 勤務成績の評定

様似町は、人事考課等の勤務成績の評定は行っておりません。 

13 職員の福祉及び利益の保護の状況 

(1) 職員の福利厚生 

北海道市町村職員共済組合(共済組合)は地方公務員制度の一環として地方公務員共済組合法に基づいて運営されて

おります。また、（財）北海道市町村職員福祉協会(福祉協会)は共済組合事業を補完する組織として設立運営されてお

ります。 

  北海道内の市町村(一部市を除く。)等の職員は法律に基づき、共済組合の組合員となり、また、同時に福祉協会の会

員となっております。 

  共済組合及び福祉協会は、組合員及び会員と家族の生活の安定と福祉の向上、増進のため次のような事業を行ってお

ります。 



区分 事  業 事   業   内   容 

共
済
組
合

短期給付事業 

組合員と家族が病気や怪我、出産、死亡、休業、災害などで突発的な出費が必要となった

ときに、目的に応じて適切な給付を行う事業です。 

・保健給付⇒療養(各種療養費等)、出産費、埋葬料の給付 

・休業給付⇒傷病、出産、休業(病気、育児、介護）手当金の支給 

・災害給付⇒弔慰金、災害見舞金の支給 

長期給付事業 

組合員の退職共済年金等を給付する事業です。 

・退職給付⇒退職共済年金、特例による退職共済年金給付 

・障害給付⇒障害共済年金、障害一時金給付 

・遺族給付⇒遺族共済年金給付 

福祉事業 

組合員と家族の健康増進を図るため、住宅建設資金等の各種貸付、生活物資購入、貯金事

業、予防医療充実のための各種健診事業等の実施などを行う事業です。 

・保健事業⇒各種検診、特定健診・保健指導、健康づくり等各種セミナー、宿泊施設利用

助成事業等 

・積立貯金⇒積立貯金事業 

・貸付事業⇒住宅、災害、普通・特別(出産、医療、入学、修学、結婚、葬祭等）貸付 

・物資事業⇒各種物資(家電、家具、自動車等）購入資金貸付 

宿泊事業 
宿泊施設の運営などを行う事業です。 

 ホテルポールスター札幌の利用助成 

福
祉
協
会

福利厚生事業 

・保健事業⇒保健体育奨励助成、総合健診事後指導支援助成 

・研修事業⇒退職者セミナー、衛生管理者受講、保健関係各種研修会等参加助成 

      自己啓発・ボランティア活動支援助成 

・給付事業⇒入院一時金、出産祝金、弔慰金、災害見舞金給付 

・保養事業⇒健康保持増進等のための保養施設利用助成 

医療給付事業 退職した会員等に対する医療費、死亡弔慰金等の給付事業 

貸付事業 
・育英資金貸付⇒被扶養者の入学、修学に係る貸付 

・一般資金貸付⇒臨時の出費、生活資金等に係る貸付 

福祉年金事業 現職会員の退職金の運用による給付事業 

生命共済事業 死亡、医療、障害、積立年金等各種保険事業 

(2) 公務災害補償制度 

  職員が勤務中や通勤途中において災害にあった場合には、地方公務員災害補償法による地方公務員災害補償基金に

より、その災害による負傷や疾病が治るまで、診察費、薬剤費など治療に要する費用が支給されます。 

  本町は地方公務員災害補償基金北海道支部に加入しており、公務災害に関する補償は当基金から行われます。 

 平成 31 年度災害件数 災害の概要 

4 件 － 

(3) 職員の利益の保護 

 職員は、給与、勤務時間その他の勤務時間に関すること、懲戒その他意に反する不利益な処分を受けた場合は、公平

員会に対し、適当な措置がとられるよう要求することや、不服を申し立てることができます。 

 公平委員会は、地方公務員法第 8 条に規定された人事機関で、主に次のような事務を処理することとなっておりま

す。 

 (1)職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び必要な措置を執ること。 

 (2)職員に対する不利益な処分についての不服申立てに対する裁決又は決定をすること。 

 (3)上記の他、職員の苦情を処理すること。 


